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均一課税の厚生分析
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本稿では，私的財への税率が均一税率の方向

に向かって (towarduniform taxation)変化す

るときに，社会的厚生がどのように変化するか，

また，社会的厚生が増大するための条件は何で

あるかを検討する。

一括定額税 (lump-sumtax)を前提しないと

き，私的財のすべてに均ーな税率を適用するこ

とが必ずしも社会的厚生を最大化するわけでは

ないことは，たとえばラムゼーの比例性の命題

にみられる通りである。均ーな税率が社会的厚

生を最大化するのは， Sadka[5], Atkinson and 

Stiglitz [1]の第12章にみられるように，ある特

別な条件の下でのみであり，必ずしも一般的で

はない。これば，最適課税論において均一課税

が最適かどうかという議論であるが，租税改革

(tax reform)の議論においても均一課税の方

向に向かっての各財の税率の変化が必ずしも社

会的厚生の増大をもたらさないことも，また同

様である。それでは，各財の税率の均ー化への

変化が社会的厚生の増大をもたらすための条件

は何であろうか。 Hatta[3]は財の代替性に注

目し，財が代替性に関する一定の条件をみたせ

ば社会的厚生が増大することを示した。

われわれは第 1節において Hatta[3]のモ

デルとその議論を概括する。第2節では Hatta

[3]の結論が，その複合財 (compoundgoods) 

の代替性の定義に依存していることを指摘し，

より通常的な意味での財の代替性の定義から

Hatta [3]の議論を検討する。第3節では以上

の議論でなされていた税収不変の仮定を取り除

き，税収の変化を認めるときの社会的厚生の変

化を検討する。

I • 複合財

a)モデルの設定

経済には消費の経済主体として家計が存在す

る。ここでは議論を簡単にするために単一の家

計を想定する。また経済には，余暇（労働） xo> 

O(x0<0), 私的財x1,…， X叫公共財rが存在す

る。家計は一定の予算制約の下で効用を最大に

するように行動する。そのとき上記の財の消費

の増加は，家計の効用水準を上昇させる。すな

わち，財の限界効用は正であると仮定される。

消費者価格ベクトルを q= (qo, q¥…，が），家

計の効用水準を uとするとき，家計の補償需要

関数は，
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x = x(q, u) (1) 

となる。ただし，ここでx= (x0, x1, …， xn), 

は純需要であるとしよう。消費者価格ベクトル

qが与えられたとき，家計の予算制約式は，

qx = 0 

となる。

(2) 

生産は単一の企業によって担当される。企業

は線型の生産可能フロンティア，すなわち線型

の生産関数，

Px+r = 0 ・(3)  

をもつ。ただし，ここでp= (po, p1, …，が）は

生産者価格ベクトルであり，固定的であると仮

定される1)。rは公共財の量である。

政府は財に税を賦課する。税は従価物品税

(ad valorem excise tax)と所得（賃金）税と

に限定される。それぞれの税率は t1,…， tnまた

toである。一括定額税 (lump-suntax)は存在

しないものと仮定される。したがって，

q'= (が+l)が for i+O, …， n 

となる。ただし，が+1>0,i = 0, 1, …, nであ

る2)。ここで生産者価格ベクトルPは固定されて

いるので，

q = q(t) 

となる。ただし， t= (t0, …, tn)は財の税率ベ

クトルである。

政府は税収のすべてを公共財の供給に使用す

るので，

(q-p)x = r, (4) 

が成立する。

(1) Hatta [3]では， p= (p", …，が）は正の定数ベ
クトルである。完全競争を仮定しているので，この
Pは生産者価格ベクトルに比例し，さらに貨幣の単
位を適当に選ぶことによって比例定数を 1にする
ことができるとしている(101ページ参照）。
(2) が+l>Oは，が＞ー1であるから補助金のケース
を想定している。

(2)式と (3)式から，

.. {qx(qu) = 0, 
(5) 

px(q, u)+ r = 0, 

となる。また qをq(t)で置き換えれば，

{ m(q(t), u) = 0, 

加(q(t),u)+r = 0, 
(6) 

となる。ただし，ここでm(q,u) = qx(q, u)で

ある。 (6)式は(n+3)個の変数t,u, rを含む

方程式である。したがって，もし (n+I)個の変

数，たとえば税率ベクトルtの値が与えられれ

ば，効用水準 U と税収rが決定されることにな

る。

b)税率の変化

さて，ある財の税率の上昇が他の別の財の税

率の低下に伴われて，結果として税率の変化に

よる税収の増減が相殺され，税収が不変に保た

れるケースを考えてみよう。たとえば，第1財

の税率がと第n財の税率 tn

がつねに税収を不変に保つように変化するもの

とすれば，税率がと tnの間には一定の関数関

係があると想定されるので，家計の効用は，

u = uCn>(t0, t1, …, tn-1, r) 

と表現される。

(6)を全微分すれば，

l詈炉＋誓du~0 (7) 

ax並p--aq at dt+ 
ax 

ゥ—―au du+dr = 0, 

となる。したがって， dti= O(iキ1,n), dr = 0 

とすれば，

咋 dt1+xnpndtn)+詈du=O, 

(pl号鱈＋噂pndtn)+p

鵞du=O, 

(8) 
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が成立する。ただし定義により om/oず=XI, 

m/oが＝炉である。

ここで記号を簡略化するために mu=om/ 

ou, xJ =珈／砺， Xi=ox/砺， Xq= ox/oq, Xt 

= ox滋U,Xu= ox/ouとして (8)式を整理すれ

ば，

（叫 xnpn)(du)=(―x1p1)dが (9)
かXu Pxuゲ dtn -px濯

となる。クラーメルの公式により，

Iーががdt1 xnpn I 
-px濯dt1 加nPn

(10) du= 

こ」I :: 
となる。これを展開して整理すれば，

がX1 Pxn _ Px1 
du= (炉 x')dt' 
吋::一~)

u
 

mupx 
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となる。整理すれば，

dr =Pが(::一 1:ui)dt'
となる。ゆえに，

靡＝がぶ（已—竺）＝どDi

(15) 

(16) 

(17) 

(11) 

となる。記号を簡略化するために， Cl=plぷ，

炉＝応/xn-pxぷ，か=Pxu!mu -Pxn炉と

すれば，

au<n) cl Nln 
Ot1 =叩u万n (12) 

が成立する。ただし nn=1=0と仮定する 3)0

また(7)式で， dゼ=O(jキi)とすれば，

｛汀dt三 du=0 
(13) 

Pxiがdが+Pxudu+dr= 0 

となる。書き換えれば，

（加。）(du)= (―xipz .)d『 (14)

Pxu l dr -Pxipz 

となる。クラーメルの公式により，

(3) この結果は， Hatta[3]のLemma1である。
(101ページ参照）。

が成立する。これは，第 i財の税率の変化が税収

に与える影響は右辺ciDiの符号と同じ方向で

あることを意味する九

さてx{= oxj/oず>Oのときに，第j財は第 i

財の代替財であり， x{く0のときに補完財であ

ると定義する。すなわち第j財が第 i財の代替

財であるとは，第 i財の価格ずの上昇が第j財

の補償需要xiを増加させることを意味し，第j

財がその補完財であるとは第 i財の価格ずの

上昇が第j財の補償需要がを減少させること

を意味する。

ここで，第j財がその中に含まれていない一

定の財のグループを Gとする。また，財の価格

ベクトル qを，パラメータ Sの関数であるとす

れば，

q = rj(s) = (戸(s),…，戸(s))

となる。ただし，

drij I tiーが1が，
ds = {。,

iEG 

i缶G

となる。すなわち，第 i財が Gに属していれば

第j財からの距離Clti -til)に比例してその価

格がが上昇することを意味する。したがって，

第j財の税率ゼと比較して第 i財の税率がが

(4) この結果は Hatta[3]のLemma2である (103
ページ参照）。

―-15-



経済学研究

より大きいにせよ，より小さいにせよ税率ゼと

の差が大きければ大きいほど第 i財の価格pi

の上昇は大きいことを意味する。われわれはこ

の税率上昇の規則にしたがって， Gの中の各財

の価格上昇が第j財の補償需要を増加させると

き，第j財は複合財 (compoundgoods) Gの

代替財であると定義する。すなわち，第j財が複

合財 Gの代替財であれば，

珈4亡~品可 ds=盈xtlti-が1が>O (18) 

となる。ここで，定義により，もし第j財が複合

財 Gの中のすべての財の代替財であれば，第j

財は複合財Gの代替財である。逆は成立しな

い。

さて，上述の代替性の定義と関連させて，第

i財の税率の上昇が家計の効用を上昇させるた

めの条件，すなわち，

au<n) ど Nln
可＝盃;;IY>O (19) 

が成立するのための条件を求めてみよう。この

ことは， m.,>O,c1 = p1が>O,また上述の議論

による財の税率の上昇が税収を増加させること

を考慮すればciDi>Oであるので，結局Nin>

0であるための条件を求めることになる。そこ

でNinを展開すると，

Nin=匹互＿竿
xn xi 

1 n 1 n 
＝一n~P滋ー一r~P困
X i=O X i=O 

1 n 
＝で戸~(tn+l)p富

1 n 
ーが（が+1)

~(t1+1)p困 (20)
i=O 

となる。ここで需要関数 Xは消費者価格ベクト

ルに関して零次同次であるので，

函 n axj 
四 =q面戸涵i面r=O (21) 

第 57 巻第 5• 6号

となる。ただし，xは家計の補償需要ベクトルで

ある。したがって，

” （ゼ+I)l!pixJi;O 

n n 

=~(が+l)がxj-~q;xj
i=O i=O 
n 

=~(tj-ti)がxj (22) 

となる。ここで，各財の税率がに関して，

がく…<tn,

と仮定する 5)。また，上述の代替性の議論に関し

て第1財と第n財はこれを除く他の財から成

る複合財の代替財であると仮定すれば，

盈因Iがーが1が＞〇，

~xrltiーが 1が＞〇
iキl,n

となる。したがって，

炉＝可和可孟(tnーが）がxf

＋可占謡(t'-が）が対＞〇 (23)

となる。ただし， aが/aず=aが/aがである。

以上の議論を要約すれば，税収rを一定に保

つように第1財の税率がを上昇させ第 n財の

税率 tnを低下させるときに，もし第1財と第n

財がともにこれらの 2財を除く他の財から成る

複合財の代替財であるならば，家計の効用すな

わち社会的厚生は上昇するということになる 6)。

II. 通常の財

前節の議論において複合財 (compound 

goods)の代替性を定義するために一定の税率

(5) Hatta [3]の104ページ参照。ここでは，が<to<
tn, つまり最低税率の財が私的財であって余暇（労
働）ではないケースを取り扱っている。
(6) この結果はHatta[3]のTheorem1である
(104ページ参照）。
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上昇の規則が用いられている。ここで，われわ

れは複合財の代替性ではなくて通常の財の代替

性（補完性）に基づいて財の税率の均一税率ヘ

の収束が厚生の改善をもたらすための条件を検

討してみよう。

(23)式

n 

Nln =~(tn ーが）がxf!炉（ド+1)
i=O 

虐(ti-が）がx訳（が+I)
において，すべての財の税率は第 1財と第 n財

との税率の間にあることが，すなわち，

が<t尺…<tn-I<t叫

が仮定されているので，

t凡ーが＞〇，

がーが＞〇，

となる。

ここで，第1財と第 n財以外の財が，それぞ

れ第1財と第 n財の代替財であるならば，すな

わち， xI'>O(iキn),xz>O(iキ1)であるならば，

Nln>o 

となる。すなわち社会的厚生の改善がもたらさ

れる。

(23)式の前項において第 n財の代替財のグ

ループを Sn,第 n財の補完財のグループを Cn

とすれば，

瓦n_が）がx『／炉（ザ+1)
i=O 

=i且(tn-が）がx『Iが(『+1)

+ i~)tn- が）がx『／炉（ド+1) (24) 

と書き換えられる。

同様に，後項において第 1財の代替財のグル

ープを＄第 1財の補完財のグループを G と

すれば，

f(tiーが）がx国 (t1+l)
i=O 

-17-

=i苔l(ti・ーが）がx国（が+1)

+i苔！（がーが）がx厨（が+1) (25) 

と書き換えられる。

第 i財が第 n財の代替財であれば，すなわち i

eふであればx?>Oであり，第 n財の補完財

であれば，すなわち iECnであれば吋く0であ

る。第 i財が第1財の代替財，補完財であるとき

も同様の結果が成立する。

したがって，税率に関しては第 i財が第 n財

の代替財であれば第 n財と第 i財の税率の乖

離(tnーが）が大きければ大きいほど，また第 i

財が第 n財の補完財であれば，第 i財と第 n財

の税率の乖離が小さければ小さいほど， (23)式

の前項の値が正となる可能性が高い。すなわち，

各財の税率の均一税率への収束が社会的厚生の

改善をもたらす可能性が高い。同様のことが第

i財と第 n財の関係についても成立する。

うえでは，われわれは第1財と第 n財とを取

上げ，これらの財と他の財との代替，補完関係

に基づいて議論を進めたが，つぎに，われわれ

は，第j財と第K財のケースに議論を一般化し

て検討してみる。まず，

がく…くがく…く戸く…<tn 

と仮定する。ここでNlnのかわりに Njkを検討

してみよう。

炉=t/ザーが）がxf/対（ザ+1)
噂(ti-tj)が喜（ゼ+1) (26) 

(26)式の前項において第 K財の代替財のグ

ループをふ，補完財のグループを CKとすれ

ば，前項はつぎのように書き換えられる。

言(tk-が）がxf/x心 +1)
＝沿/tk-が）がx国（り+1)
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＋盈．（ザーが）がxt/-が(tk+1) (27) 

ここで定義により第 i財について iESkで

あればxt>O,iECkであれば叶く0となる。

第k財と第i財の税率については， fkーが垂0

となる。すなわち，第K財の税率が第i財の税

率よりも大きい場合もあり得るし，逆の場合も

あり得る。第k財の代替財である第i財につい

て， tk-t1>0,第k財の補完財である第i財に

ついて，fkーがく0である財が多くあればあるほ

ど，上式の値が正となる可能性が高い。したが

って，各財の税率の均一税率への収束が社会的

厚生の改善をもたらす可能性が高い。

同様に，上式の後項においても第j財の代替

財のグループを Sヵ補完財のグループを Gと

すれば，後項はつぎのように書き換えられる。

糾—が）が網（ゼ+1)

＝晶ぴーゼ）がが／対（ゼ+1)

＋晶(ti-が）がx釈（が十1) (28) 

ここで定義により第i財について iES;であ

れば吋>O,iEC; であれば吋く0となる。第j

財と第 i 財の税率については， ti- ゼ~o とな

る。すなわち，第i財の税率が第K財の税率よ

りも大きい場合もあり得るし，逆の場合もあり

得る。第j財の代替財である第i財について， t'

ーゼ>O,第j財の補完財である第i財につい

て，がーゼ<Oである財が多くあればあるほど，

上式の値が正となる可能性が高い。したがって，

各財の税率の均一税率への収束が社会的厚生の

改善をもたらす可能性が高い。

図1に示されるように，上式の値が正となる

可能性が高くなるためには，つまり各財の税率

の均一税率への収束が社会的厚生の改善をもた

らす可能性が高くなるためには，つぎの条件を

←（補完財） I <代替財）＿
t'< ・・・・・・・・・＜ゼ＜ ・・・・・・・・・<tli<.. …• ・・・<tn
←ー（代替財） I <補完財）→
I←ー (1) 水 (2) 中 (3)-1 

図1

みたすことが要求される。

(1) 第i財の税率がが第j財の税率 tjより

も低い場合には，第 i財と第j財とは代替財の

関係にあり，第i財と第K財とは補完財の関係

にある。

(2) 第i財の税率がが税率ゼよりも高く，

税率『よりも低い場合には，第i財は，第i財

とも，また，第k財とも代替財の関係にある。

(3) 第i財の税率がが税率 fkよりも高い

場合には第 i財は第j財と代替財の関係にあり，

第k財と補完財の関係にある。

上述の議論は，第j財と第k財がj<kの条

件を除けば任意であるので，第1財と第 n財と

を取り上げた， Hatta[3]の場合よりもより一

般的である。この議論の適用の一つのケースと

して，すべての財を代替性をもつ財のグループ

に分割し，このグループごとにそれぞれ均一化

を図る部分的均一化があげられる。

もちろん，部分的均一化であるから，たとえ

それぞれのグループで税率が均一化しても，一

般的にはグループごとに税率が異なる。

この方法の問題点の一つとして，各財の税率

を小さい方から大きい順に並べるのであるから，

たとえば第j財の税率ゼと第k財の税率ザと

（均ー化）

↑ 

（均一化）

↑ 

（均一化）

↑ 

［グループA],[グループBJ,[グループCJ

図2
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のあいだに両財の代替財のみが存在するとは限

らないことがあげられる。代替財と補完財が混

在している場合があるであろう。しかしながら，

代替関係または補完関係にある財は，現実には

さほど多くはないと考えられるであろう。もし，

第 i財と第 k財とが代替関係でも補完関係で

もなければ， xf'=0となる。少なくとも関係が

希薄であれば， xf'与 0となるであうう。もっと

も，このような議論は一般均衡分析の枠組の趣

旨に反するとも考えられる。

第 2の問題点として，第 i財の税率と第 i財

と補完関係にある財との税率とが乖離してしま

うことがあげられる。しかしながら，代替財の

グループ内では税率が均一化するのであるから，

税率の乖離の問題は代替財グループ相互間の関

係が補完関係にある場合に限られてくる。

III. 税収可変

第2節において，われわれは税収が不変であ

ると仮定した。すなわち，第 1財の税率がを上

昇させるとき，税収 rが不変になるように第 n

財の税率ザを低下させると仮定した。この仮定

によって税収により政府が提供する公共財の水

準も不変であり，したがって家計の効用にも，

その効用を変動させないという意味で影響を与

えないこととなった。

ここでは，税収 rが税率の変動に応じて変化

するケースを検討してみよう。税収が変動すれ

ば公共財の水準も変動し，これは家計の効用に

影響を与える。税率については，

が<t2<…<tn-1< tn 

として，第1財の税率がのみを上昇させていく

ものとしよう。上昇の結果 t1= t勺こ到達すれ

ば第2財の税率 t2を上昇させるものとしよう。

もし，これらの上昇によって家計の効用が上昇

するならば，これは税率の均一税率への接近に

よって家計の効用，すなわち，ここでは単一家

計を想定しているので社会的厚生が増大してい

くことを意味する。

ここで，われわれは新たに公共財 Y,公共財の

価格qyを導入しよう。その他の記号については

以前と同じである。家計の効用関数は，

u = u(x, y) 

となる。すなわち，私的財とともに公共財がそ

の変数となる。この効用関数から補償需要関数

を求めれば，

x = x(q, r, u) 

y = y(q, r, u) 

となる。家計の予算制約式は，

qx = 0 

である。生産関数は，

(29) 

(30) 

(31) 

Px+qyy = 0 (32) 

となる。ただし，以下において議論を簡単にす

るために qyは一定であるとされる。上式におい

てqをq(t)で， rをr(t)で置き換えれば，

{q(t)x(q(t), r(t), u) = 0 
(33) 

加(q(t),r(t), u) 

+qyy(q(t), r(t), u = 0 

となる。これを整理して全微分すれば，

x(・)dt+t(巫泣
dq at dt 

ax ar ax 
＋寄可dt十孟du)

-qy(砂泣立立
aq at dt+ ar at 

＋鵞du)=0 

dt 

となる。これを移項して整理すれば，

（鸞—q虞）du 

(35) 
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＝｛（噂噂）＋（噂噂）
ar 
可―x(・)}dt (36) 

となる。第i財の税率がの変化のみ考慮すれ

ば，

疇贔）du 

= {(qy息— t魯）＋（噂

—噂潜—が（・）}dt; (37) 

となる。ここでou/oが＞〇となる条件，すなわち
第i財の税率がの上昇が家計の効用の上昇を

もたらすための条件を求めてみよう。まず，

t巫＿立au qy au >O (38) 

と仮定する。これは家計の効用 Uを1単位増加

させるために必要とされる私的財の量 Xを各

財の税率tで評価した値が，家計の効用 Uを1

単位増加させるために必要とされる公共財の量

yを公共財の価格 qyで評価した値よりも大き

いことを意味する。

このとき，第iの量が＞〇とすれば，

q鼻— t昏＞〇 (39) 

虹 -t巫->O
qy or or (40) 

であり，かつ，値が十分に大きいことが要求さ

れる。これは，第i財の価格ずの 1単位の増加

がもたらす公共財の量yの変化を公共財の価

格 qyで評価した値が，第i財の価格ずの 1単

位の増加がもたらす私的財 Xの変化を税率 t

で評価した値よりも大きいこと，また税収rの

1単位の増加が公共財の量yにもたらす変化

を公共財の価格 qyで評価した値が，税収rの

第 57 巻第 5• 6号

/バー~—• x~ 

＼ここ,/・
図3

1単位の増加が私的財 Xにもたらす変化を税

率tで評価した値よりも大きいこと，しかも，

この 2つの値が十分大きいことを意味する。以

上の関係は図3のように示すことができる。

第2節において，われわれは税収 rを一定と

想定した。これは図において，税率の変化が家

計の効用に影響を与えるルート (1), (2)の中で，

(1)のルートのみが作用することを意味する。

ここでも，財の代替性が家計の効用に与える

影響，すなわち函のルート (3), (4)が家計の効

用に与える影響が大きいことが式(39), (40)か

らわかる。
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